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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

国民保護計画啓発事業

類

防災危機管理部　防災

ハ

危機管理課

01－02 ー0110－98000 ド0 ○ ●

05 基本目標５

ソ

　　安全で、みんなが

フ

快適に暮らせるまち
総

ト

合計画の
01 ①〈安　

根

全〉　災害に強い安全

拠

なまちづくりを進める

法

位置付け
02 2 被害

令

を最小限に抑える防災

等

の環境を充実する

平塚

対

市国民保護計画

市民

□

象

□ □ □ 国、県、警察、

・

自衛隊、企業等

武力攻

受

撃や緊急に対処する必

益

要のある事態に対し、

者

誰もが国民 市民の安心

事

・安全を守るため、国

業

民保護計画の啓発を行

期

い、市
保護計画を理解

間

しています。 民､関係

委

機関との協力関係を構

託

築するための訓練を実

、

施します
。

パンフレッ

協

ト配置箇所数 箇所

－

3

働

7 91 92

40

パンフ

【

レット配布部数 部

－

3

委

70 910 960

69

託

8

①：予定どおり

平塚

：

市国民保護計画の公共

3

施設への配架及び市ホ

セ

ームページへの掲載と

ク

、その内容等について

・

のパンフレットの配布

財

を行い、市
民への周知

団

の一助とすることがで

企

きた。

Ａ：成果があが

業

った

ＮＰＯ
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位

が国民の保護のための

施

措置に関し理解し、有

策

事の際、市民が安全か

へ

つ速やかに避難するこ

の

とができるよう相
互の

貢

連携を促進する。

パン

献

フレットの作図上訓練

高

の実施 図上訓練の実施

市

成・配布

0 0 0 0 0 0

民

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

満

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

足

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

度

0 0 0 0 0 0

0.00

を

0.00 0.00

0.

高

00 0.00 0.25

め

0.25 0.25 0.

る

00 0.00

0.00

方

0.00 0.00 0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00

0 0 2,09

有

8 2,098 2,09

効

8 0 0

0 0 2,098

性

2,098 2,098

継

0 0

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

国

続

民保護計画に関する情

に

報については、国民保

よ

護法の意義や実際の対

る

応などの基本的事項に

成

ついて確実に市民に周

果

知をした上で
、今後、

向

訓練など、より発展的

上

な施策につなげること

の

が重要であり、引き続

可

き基礎情報の周知を図

能

る。

有事の際に、市の

性

国民保護措置を効率的

低

かつ安全に実施するこ

そ

とができる体制・環境

の

（自助の推進・市民協

他

力など）を目標に継
続

事

して市民に周知する。

業

市の国民保護行政の円

の

滑な推進に不可欠な、

目

行政と関係
機関・市民

的

などとの連携において

､

、その土台となる基礎

対

的な情報の発信を行う

象

ことはきわめて重要で

､

あり、それ
をもとにし

内

て、今後、より発展的

容

な施策を展開し、平塚

分

市国民保護計画の実効

高

性を高めていく。

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

□ 武力攻撃事態等にお

出

いては、自然災害と同

総

様、「自助」
●■ また

合

は「市民の協力」が大

評

変重要であることから

価

、平塚

■ 市国民保護計

市

画や国民保護措置の内

民

容などについて、あ ○

ニ

□ らかじめ市民に対し

ー

て周知を行う必要があ

ズ

る。

□ 冊子媒体を利用

高

した市民周知について

事

は、配付期間(20
●

業

□ 年1月～3月)に対

目

しての配付部数を勘案

的

すると一定の有

■ 効性

の

が認められるが、今後

達

、さまざまな機会を捕

成

らえて ○
□ 継続的に実

状

施していくことが必要

況

である。

■ 市民の生命

必

、身体及び財産を保護

要

するという行政の基本

性

●
□ 的責務を全うする

市

ための施策であり、妥

の

当性はきわめて
○

□ 高

関

い。
○

□
□ 基本的かつ

与

最低限の情報について

の

の周知を行う事業であ

必

○
□ ることから、冊子

要

は庁内印刷で対応する

性

などコストを最
●

□ 小

低

化している。今後、配

事

付場所や配架部数等の

そ

検討によ
○

■ り、配付

の

部数の増加を図るなど

他

、効率性を高めていく

上

。

市民・関係機関・市




